
基地環境問題と
リスクコミュニケーション教育

沖縄県環境部 環境政策課

基地環境特別対策室



米軍基地から派生する環境問題

赤土流出

地下水汚染

航空機騒音

※イメージ図です

土壌汚染



普天間飛行場の泡消火剤漏出事故

漏出事故現場写真（米軍への情報開示請求で取得したもの）

米軍基地から派生する環境問題



沖縄県環境保全課の
PFOS等調査

嘉手納町の民家地下水で
3,000ng/L

嘉手納飛行場周辺で調査
した14地点全てで暫定指
針値（50ng/L）超え



米軍活動に由来する環境汚染・事故

沖縄市のサッカー場の事例
（H25年(2013年)６月）

返還跡地の埋設物 運用中に発生した事故

HH60Gヘリ墜落事故の環境調査
（H25年(2013年)８月）

飲料水用ダム近傍

県の立入調査まで7ヶ月

米軍による環境調査

米国の化学薬品
メーカー名の記載
されたドラム缶

運用中の米軍基地の環境管理は日本環境
管理基準（JEGS）に基づき行われている。



沖縄県環境部体系図

環境部

環境政策課

環境保全課

環境整備課

環境再生課

自然保護課

基地環境特別対策室

H26年４月に設置



沖縄県米軍基地環境調査ガイドライン及び
米軍基地環境カルテの作成

作成したガイドライン冊子
（342ページ） 沖縄県ＨＰから抜粋したカルテのページ



基地返還に係る環境対策事業（平成29年～）

1. 化学物質調査事業

2. カルテ情報収集事業

3. 人材育成事業

・米国内閉鎖・縮小基地の汚染実態の把握
・在沖米軍基地の地下水質調査

・在沖米軍基地の地歴収集

・研修会、セミナーの開催



沖縄における在日米軍施設・区域に関する統
合計画

【参考】平成30年版防衛白書「図表II-4-3-8 嘉手納飛行場以南の土地の返還」



沖縄県における駐留軍用地跡地の有効かつ適切な利用の推進
に関する特別措置法

（跡地利用推進法）
第八条 国は、合同委員会（日本国とアメリカ合衆国との間の相互協力及び安全保障条約第六条に基づく施設
及び区域並びに日本国における合衆国軍隊の地位に関する協定（第三十一条第二項において「日米地位協定」
という。）第二十五条に規定する合同委員会をいう。以下同じ。）において返還が合意された駐留軍用地の区
域の全部について、返還後において当該土地を利用する上での支障の除去に関する措置を当該土地の所有者等
に当該土地を引き渡す前に講ずることにより、その有効かつ適切な利用が図られるようにするため、速やかに、
当該駐留軍用地の返還に関する実施計画（以下この条及び第十一条第一項「返還実施計画」という。）を定め
なければならない。ただし、駐留軍用地の所有者等が、自ら当該土地を使用する目的で行った申請に係る返還
については、この限りでない。

２ 返還実施計画は、次に掲げる事項について定めるものとする。

一

二 （略）

三

四 第一号の区域において次に掲げる事項について、調査を行う区域の範囲、調査の方法、調査に要すると見
込まれる期間及び調査の結果に基づいて国が講ずる措置に関する方針

イ 土壌汚染対策法（平成十四年法律第五十三号）第二条第一項に規定する特定有害物質又はダイオキシン類
（ダイオキシン類対策特別措置法（平成十一年法律第百五号）第二条第一項に規定するダイオキシン類をいう。
ロにおいて同じ。）による土壌の汚染の状況

ロ 水質汚濁防止法（昭和四十五年法律第百三十八号）第二条第二項第一号に規定する物質又はダイオキシン
類による水質の汚濁の状況

ハ 不発弾その他の火薬類の有無

ニ 廃棄物の有無

ホ その他政令で定める事項



跡地利用推進法の課題

1. 自然環境調査の実施

2. 米軍基地特有の化学物質調査の実施

3. 引渡し後に発見された廃棄物等の対策

4. 法施行前に返還された基地の廃棄物等の対策

・国内法使用禁止等物質（PFOS、DDT類等）
・基地内相当量使用物質（弾薬成分等）



沖縄県事業「基地返還に係る人材育成事業」
◆行政職員（国、県、市町村）対象のリスクコミュニケーション研修会
◆軍用地主等を対象にした化学物質のリスクに関するセミナー

住民参画・情報公開イメージ



リスクコミュニケーション教育を行うにあ
たっての沖縄県の現状・課題

1. 嘉手納飛行場より南、約1,000haの米軍施設・区
域の返還（予定）

2. 不透明な米軍基地内の土地の運用状況

3. 米軍基地内化学物質の種類と利用の特殊性

4. 嘉手納飛行場より南の軍用地の約87％が民有地



リスクコミュニケーション研修の目的・特徴

1. 基地由来の環境問題が発生した場合に対応できる
行政職員の育成（初級編、中級編）

2. 国、県、市町村職員による合同研修

3. 住民視点での情報提供・共有の重要性

4. 国内一般地域では見られない化学物質による土壌
汚染が発生した場合のシナリオ演習

5. 沖縄県米軍基地環境調査ガイドラインに基づくリ
スクコミュニケーションマニュアルの活用



令和元年度リスクコミュニケーション研修



リスクコミュニケーションセミナーの目的・
特徴

【目 的】

地下水・土壌汚染問題を理解するための機会提供

【特 徴】

１．化学物質のリスクの基本的な考え方の紹介

２．身近な事例を使ったリスク評価の基本的ワーク

３．土壌汚染対策におけるリスク管理の事例紹介



令和元年度リスクコミュニケーション
セミナー



受講者からの声（アンケート結果抜粋）

国、県、市町村の職員が集まって意見を交わす機会は、めったにない
ので今回の研修で様々な方の意見が聞けたことは非常に参考になった。
【研修会参加者】

普段行っている業務に関して、改めてステークホルダーの重要性、ま
た住民説明会のQ＆Aなどの準備が大切だということを再認識した。
【研修会参加者】

演習をやることで住民の気持ち、行政としての対応をイメージするこ
とができた。【研修会参加者】

人によって基準値の捉え方が違うことを知った。【セミナー参加者】

（土壌汚染について）ネガティブに考えすぎると都市開発（跡地利
用）が進まない、ということは重要だと思う。【セミナー参加者】



ご清聴ありがとうございました。


